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相続税は、個人が被相続人（死亡した人）の財産を相続、遺贈などによって取得した場合に、その取得した財産の価額を基に課される税金です。
政府は数年前からこの相続税の増税を検討しており、近く“資産家の税”から“中流層の税”となることが濃厚であると言われています。
平成24年度税制改正大綱には「税制抜本改革において、相続税の増税の実現を目指す」といった趣旨の文言が記載され、仮に同25年度税制改正において増税案が成立すれば、早ければ同27年から実際に増税が実施される見通しとなっています。
増税が確実な情勢であることから、多くの資産を持つ富裕層のみならず、上場企業のサラリーマン家庭においても生前の相続対策の重要性が高まることでしょう。そこで本レポートでは、「生前から手軽に実行できる相続節税対策」について解説します。

　相続税は、基礎控除と呼ばれる一定の金額を超えた財産を相続した場合に課税される税金です。

■相続税の基礎控除額

	5,000万円　＋　1,000万円　×　法定相続人の数


　この基礎控除制度が存在するため、一般的なサラリーマン家庭の相続において相続税が課税されるケースはあまりありません。

　国税庁の調査によると、年間の死亡者数に対する相続税が課税された人の割合はおおむね４％程度で推移しており、極めて一部の相続のみが課税対象になっていることが分かります。

■相続税の課税割合（国税庁調べ）

	区分
	死亡者数
	課税者
	課税割合

	平成17年
	1,083,796人
	45,152人
	4.2％

	平成18年
	1,084,450人
	45,177人
	4.2％

	平成19年
	1,108,334人
	46,661人
	4.2％

	平成20年
	1,142,402人
	48,016人
	4.2％

	平成21年
	1,141,865人
	46,431人
	4.1％


ところが、この基礎控除額は、社会保障・税の一体改革において引き下げが予定されており、実際にこれが実施されると課税割合が７～８％まで上昇することになります。

■平成27年１月１日以後に発生する相続における基礎控除額（予定）

	3,000万円　＋　600万円　×　法定相続人の数


　たとえば、妻と子供１人の家庭の場合、現行制度では7,000万円（5,000万円＋1,000万円×２人）の基礎控除を受けられますが、予定通りに税制改正が行われると4,200万円（3,000万円＋600万円×２人）にまで基礎控除額が縮小されます。

　これまで一部の資産家だけが対象となっていた相続税ですが、今後は土地・建物と少しの現預金、有価証券を保有する上場企業などのサラリーマン家庭においても対象となる可能性があるため、生前の相続税対策を今すぐにでも実行していかなければなりません。


　これまで、生前の相続税対策の重要性について解説してきましたが、実際にどのような対策を打てば将来の相続税負担を軽減することができるのでしょう。まず第一歩として、相続税の“非課税財産”と“控除制度”に関する活用方法を解説します。

　以下の財産については相続税が課税されません。

	①墓地、仏壇、仏像
②死亡保険金のうち一定金額（500万円×法定相続人の数）
③死亡退職金のうち一定金額（500万円×法定相続人の数）など


　②死亡保険金、③死亡退職金の相続は、現預金と比較して非常に有利です。下図のような仕組みで死亡保険金、死亡退職金の控除を活用することで相続税負担を減らすことができます。

①個人契約の生命保険に加入する







②会社契約の生命保険に加入する






　なお、この死亡保険金、死亡退職金については、社会保障・税の一体改革に基づく税制改正の中で一定の制限が加えられることになります。

　具体的には、非課税額の計算式のベースとなる法定相続人を「相続開始直前に被相続人と生計を一にしていた者に限定」されてしまうのです。現行制度では、法定相続人であれば誰でも１人としてカウントしていましたが、改正後は、相続人と同居していた法定相続人や、同居はしていないが家計を共にしていた法定相続人のみをカウントできることになります。つまり、遠隔地で独立して暮らす子供などは含まれなくなり、死亡保険金や死亡退職金を用いた相続対策が難しくなります。

　相続発生に伴う葬式費用は、遺産の合計額から控除することができます。ここでいう葬式費用は以下のようなものです。

	●本葬式費用、通夜費用
●戒名料、お布施、お車代、お心付け（領収書の添付は不要）
●火葬費用、納骨費用など


　本葬式費用、通夜費用には飲食代なども含まれます。また、本葬式とは別に仮葬式を行った場合、これにかかった費用も遺産総額から控除できる葬式費用に含まれます。一方で、いわゆる香典返しのためにかかった費用や、初七日、法事などにかかった費用は含まれないので注意が必要です。


　養子縁組制度を活用することで法定相続人を増やし、基礎控除額を大きくすることが可能です。同様に生命保険金の非課税枠、死亡退職金の非課税枠も広がります。ただし、法定相続人となる養子の数には制限がありますので注意が必要です。

■法定相続人として認められる養子の人数

	①被相続人に実の子供がいる場合
　⇒　法定相続人となる養子の数は一人まで
②被相続人に実の子供がいない場合
　⇒　法定相続人となる養子の数は２人まで


　ただし、養子を法定相続人の数に含めることで税額が不当に減少する場合、その養子は法定相続人として取り扱われません。
　一見すると良いことずくめにも思える養子縁組制度を活用した相続対策ですが、デメリットも多く存在するため、実行時には細心の注意を払わなければなりません。

■養子縁組制度活用のデメリット
	①遺産分割協議がまとまりにくくなる
②孫を養子にすると相続税が２０％増加してしまう（相続税の２割加算制度）


　①について、特に実子が２人以上いる場合、すなわち本来の法定相続人が多ければ多いほど遺産分割協議が整わなくなるケースが生じてきます。相続税の申告期限内に遺産分割が整わなければ、相続税額を減少させる様々な特例が適用できません。ですから、これを回避するため、実際に養子縁組する前に、他の親族（相続人）の了解を経ておくことが肝要です。
　また、②の孫を養子とした場合には、「相続税の２割加算制度」の対象となります。
この制度は、配偶者と一親等の血族以外の人が相続した場合に、算出した税額が２割加算されてしまうため、養子縁組により法定相続人が１人増えたことによる税負担軽減効果と、２割加算後の税額を比較し、どちらか有利な方を選択する必要があります。


　生前贈与は、生前の相続対策として非常にスタンダードな方法です。暦年課税を選択した場合には110万円の基礎控除が認められていますので、この範囲内で行った贈与についてはいっさい税金がかかりません。

	贈与税額　＝

（贈与した金額　－　110万円）×　税率（10％～50％の累進税率）－　控除額（※）　


※参考：贈与税の税率と控除額
	基礎控除後の課税価格
	税率
	控除額

	
200万円以下
	10％
	―

	
300万円以下
	15％
	
10万円

	
400万円以下
	20％
	
25万円

	
600万円以下
	30％
	
65万円

	
1,000万円以下
	40％
	125万円

	
1,000万円超
	50％
	225万円


　贈与税の基礎控除は“１年ごと”に110万円とされていますので、毎年贈与を続けることによって無税で多額の財産を子や孫に移転できます。

　また、場合によっては基礎控除額を超える贈与も効果的です。たとえば年間200万円を贈与した場合、贈与税額はおよそ９万円程度で済みます。多額の財産を有する資産家の場合、相続税率が50％となることを考えると、まとまった金額を贈与して（ある程度の税金を払って）財産を減らしておくことも長い目で見て有利となる場合もあります。したがって、基礎控除額以上の贈与を実施していく場合には、資産の状況や贈与者（将来の被相続人）の年齢・健康状態によっても変わってくるので慎重に検討する必要があるでしょう。
■生前贈与による負担軽減のイメージ







　生前贈与を行う場合、贈与があった事実を明確にしておく必要があります。何年間もかけて贈与を行ったにもかかわらず、贈与の事実が明らかになっていなかったため国税当局から贈与として認められなかったケースがあったためです。

　贈与があったことを明確にするため、贈与時には以下のようなことを行っておくと良いでしょう。

■贈与の事実を明確にするポイント

	①贈与税の申告と納税を行う
②贈与契約書を作成する
③金銭の贈与を預金通帳上で明らかにする
④受贈者が預金通帳と印鑑を保管する


　①について、110万円以内の贈与であれば贈与税の申告は必要ありませんが、110万円を超える贈与をした場合には必ず申告を行います。また、贈与があったことを明確にするため、あえて110万円を超える贈与を行い、申告・納税をして贈与の“証拠”を作っておくことも重要です。

　③については、贈与者の預金口座から受贈者の預金口座にＡＴＭ等を利用して入金し、誰から、いつ、いくらの金額が入金されたのかを受贈者の預金通帳に記録を残します。

　④については、受贈者がいつでも自由に預金を取り扱いできる状況となっていることがポイントです。贈与者がこれらを保管している場合、実質的な預金の保有者が贈与者であるものとして、国税当局から贈与が認められないことも考えられます。

■贈与契約書の作成例


贈与税の課税方式には、通常の贈与（暦年課税）とは別に「相続時精算課税制度」と呼ばれるものがあります。これは、贈与の年の1月1日時点で65歳以上の親から、同時点で20歳以上の子に対して贈与が行われた場合、2500万円以上の財産について税率20％で課税されるという制度です。
■相続時精算課税による贈与税額の計算式
	（1年間に贈与者から取得した贈与財産の額 － 特別控除額）× 20％


　相続時精算課税制度においては、その税額を「贈与者」ごとに計算します。一旦この制度を選択して税額を計算した贈与者からの贈与については、その後もずっと相続時精算課税制度により贈与税額を計算しなければなりません。つまり、父からの贈与について一度この制度を選択すると、以後に父からの受けた贈与については全て上記の算式で税額を計算することになります。

　なお、上記算式中の「特別控除額」は2500万円とされていますが、この金額は「その贈与者から受けた一生の贈与について2500万円」の控除が受けられる金額です。
そのため、一度500万円の贈与を受けて相続時精算課税制度を選択した場合、次回の贈与時に受けられる控除は２千万円が上限となります。仮にこの控除枠を使い果たしてしまうと、以降は一切控除を受けることができません。
　暦年贈与と相続時精算課税制度による贈与は、父、母ごとに選択することが可能です。
■相続時精算課税制度における特別控除額
	２５００万円 － 既に使用した特別控除枠

　　　　　　　　　（＝その贈与者から過去に贈与を受けた金額）


　相続時精算課税によって贈与された財産は、将来の相続財産に加算され、贈与時に支払った贈与税がある場合には、その税額を相続時の相続税から差し引きます。相続時精算課税制度は、相続財産の前払いとしての性格を有する制度になります。

　若年層の住宅取得を支援するという観点から、住宅所得資金の贈与に対しては幅広い税の優遇制度が設けられています。これらの制度が活用できるのは、子供や孫（直系卑属）が住宅を取得する場合に限られますが、「親の財産を子に移す」という点で、将来の相続税対策として非常に優秀な方法です。
（１）住宅取得のための相続時精算課税の特例
　住宅取得のための贈与については、先述の相続時精算課税制度の特別控除枠とは別に2500万円の特別控除枠が設けられています。
　この制度は、贈与を受けた年の1月1日時点で20歳以上の子が、親から住宅取得資金の贈与を受けて住宅を取得（増改築を含む）し、翌年3月15日までにその住宅に居住した場合に適用できるものです。通常の相続時精算課税制度とは異なり、親の年齢が65以上でなくても適用可能です。
　この制度の詳しい要件は以下の通りです。

■制度の適用要件
	①贈与の年の1月1日時点で、受贈者が20歳以上であること
②受贈者が、贈与した人の直系卑属であること
③受贈者が国内に誦書を有していること


　なお、この制度により控除された金額は、通常の相続時精算課税制度の場合と同様、将来の相続財産に加算されることになります。また、住宅資金の贈与者である親が65歳未満である場合も、翌年以後はその贈与者からの贈与について相続時精算課税制度を用いて税額計算することになります。
（２）住宅取得資金贈与の特例
平成24年1月1日から平成26年12月31日までの間に、父母や祖父母などの直系尊属から住宅取得等資金の贈与を受けた場合、以下に示した金額を限度に贈与税が非課税となる制度です。非課税限度額は「贈与を受けた年」「取得した住宅が省エネ住宅であるか」によって異なります。
■住宅取得資金の非課税限度額
	贈与のあった年
	省エネ住宅
	それ以外の住宅

	平成24年
	1500万円
	1000万円

	平成25年
	1200万円
	700万円

	平成26年
	1000万円
	500万円


　平成25年中の贈与であれば700万円もの金額が無税で贈与できますが、贈与のあった年の所得が2000万円を超えている人はこの制度を適用できないので注意が必要です。　

またこの制度は、（１）住宅取得のための相続時精算課税の特例との併用も可能であるため、両制度を併用することにより、平成25年中の贈与であれば3200万円の住宅取得資金が無税で贈与できるというメリットを享受することもできます。


　贈与によって取得した財産であっても、社会通念から見て課税することが適当でないものについては贈与税が課税されません。贈与税のかからない財産は以下の通りです。
■贈与税の非課税財産（一部）
	財産の種類
	非課税の範囲

	①生活費や教育費
	通常必要と認められる範囲

	②社交上必要と認められる香典など
	香典、花話題、お中元・お歳暮、お祝い金、お見舞金等で、社会通念上相当と認められるもの

	③離婚の際の財産分与
	離婚に伴う慰謝料で、贈与税や相続税を不当に免れる場合以外のもの

	④債務超過の場合の債務免除、債務の肩代わり、定額譲り受け
	債務者が資力を喪失し、債務を弁済することが困難であると認められる場合で、免除・肩代わり・定額譲渡で得た利益の金額

	⑤会社からの贈与財産
	贈与された財産の価格（ただし一時所得として所得税課税）


　

①から⑤のうち、相続税対策として有効なのは①と④です。

①の生活費や教育費については、両親が子供の学費を支払ったり、仕送りした場合に限らず、祖父母がこれらの金銭を負担した場合も贈与税が課税されません。一世代飛ばした財産の移転となり、相続税対策として有効です。
ただし、海外留学などの費用については通常必要になる教育費に該当しないものと考えられており、贈与税の非課税財産には含まれません。

　④の債務免除については、「債務者が資力を喪失し、債務を弁済することが困難であると認められる場合」という条件が付きますが、相続税対策として必ず検討すべき事項です。というのも、貸付金債権は相続税の課税財産に該当するため、たとえ不良債権であったとしても相続税が課税されてしまうのです。ですから、回収の見込みがない貸付金は早めに放棄してしまうのも1つの対策となるでしょう。

　夫婦間の相続財産を減らす方法として有効なのが、贈与税の配偶者控除です。この制度は、婚姻期間が20年以上の夫婦の間で、居住用不動産または居住用不動産を取得するための金銭の贈与が行われた場合、基礎控除110万円のほかに最高2000万円まで控除できるという特例です。
　この制度の適用要件は以下の通りです。

■制度の適用要件
	①夫婦の婚姻期間が20年を過ぎた後に贈与が行われたこと
②配偶者から贈与された財産が、自分が住むための居住用不動産である（又は居住用不動産を取得するための金銭である）

③贈与を受けた年の翌年３月15日までに、贈与された居住用不動産に住んでおり、その後も引き続き住む見込みである。


　この制度は、「土地のみ」「建物のみ」の適用が認められています。建物の価格は、一般的には下がり続けるものであり、土地の価格は建物ほど変動がありません。ですから、土地と建物の合計額が2000万円を超える場合には、土地を贈与して同制度を適用することで節税メリットを最大限享受することができます。
　また通常、相続発生3年以内に贈与した財産は相続財産に加算されますが、本制度を適用して贈与した居住用財産については、その対象から外されます。そのため、近い時期に相続の発生が見込まれるようなケースでも安心して活用することができます。


　相続において大きな問題となるのが、相続税の納税資金の確保です。

特に、父親が多くの不動産を所有しているようなケースでは、子供が納税資金を用意できず、多くの不動産を手放す必要に迫られることも十分に想定されます。これを回避するためには、早い段階で子供へ賃貸物件を贈与しておくことが非常に有効です。不動産を生前贈与することにより相続財産を減らし、以後の賃貸収入が子供へ入ることで相続税の納税資金が確保できるのです。また、父親の不動産所得が子供の所得となりますので、所得の分散効果により、トータルで考えると所得税が軽減される可能性があります。
なお、賃貸不動産を贈与する場合は、建物だけ贈与した方が良いでしょう。土地と建物を併せて贈与すると、価格が非常に高額になり、贈与税もそれだけ高額になります。建物の評価額は以下で示した通りとなり、贈与税の負担が少なくて済みます。
■建物（賃貸用）の建物評価額
	固定資産税評価額（時価のおよそ70％）×（１－借家権割合）

※借家権割合は全国一律30％


　賃貸経営では通常、一定額の敷金を預かっており、賃貸用不動産の贈与については、この敷金の贈与を忘れてはいけません。
　敷金は「預り金」としての性格を有することから一種の債務に該当するため、債務の付された不動産賃貸の贈与は「負担付贈与」として取り扱われます。土地・建物などについて負担付贈与が行われる場合、その評価額は上図の評価額ではなく、時価評価しなければなりません。これを避けるためにも、建物の贈与と併せて敷金も同時に贈与しておく必要があるでしょう。
　


　生命保険は、生前贈与と非常に相性の良い相続対策です。単に税額を圧縮するだけでなく、税額以外の面でも様々なメリットが期待できます。

　ここでは、いくつか生命保険の活用事例を確認していくことにします。

　資産家である父が息子に対して現金を贈与し、子供が契約した生命保険の保険料を、贈与によって得た金額から支払うという、極めて単純な方法です。
　現預金を贈与し、子供や孫にキャッシュカードを持たせてしまうと「無駄遣いされないか心配」と不安がられる方が少なくないと思いますが、この方法を実行することでそうした不安を解消することができます。具体的な活用方法として、現金を実際に贈与したその日を、貯蓄性の高い生命保険の保険料の引き落とし日として贈与した現金を保険会社に吸い上げてもらえば、子供や孫に無駄遣いする暇はありません。生前贈与と生命保険をセットで活用することにより、安心を買うことができるのです。



　この方法では、「保険の契約者＝受取人＝子供」となり、保険金は相続財産にならず、子供の一時所得として課税されます。

■一時所得の課税関係

	（受取保険金の額　－　保険料　－　特別控除額）×　１/２　×　所得税の累進税率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15％～50％）


　この算式からも分かる通り、一時所得とすることで支払った保険料を所得金額から控除することができます。また、一時所得による所得税額を計算する際、所得金額に２分の１を乗じることができるため、所得税率は最高でも25％で打ち止めとなり、相続した場合と比べて、大きな税圧縮効果を実現できます。


　「生命保険金を特定の相続人にあげたい」というケースで用いられるのが、生命保険金の受取人に特定の相続人を指定する方法です。

　生命保険の被保険者を父、保険金の受取人を長男とした場合、父が死亡したことで長男に支払われる死亡保険金は遺産分割協議の対象となりません。ですから、相続人間で分割協議がまとまらなかったとしても、生命保険金はそもそも対象ではありませんから、必ず長男の手に渡るという訳です。
　一方で、被保険者を父、保険金の受取人も父、という契約の場合、保険金請求権として相続財産に組み込まれ、遺産分割の対象となります。
	①被保険者を父、保険金受取人を長男とした契約の生命保険契約
　⇒　長男固有の保険金請求権として、遺産分割協議の対象外
②被保険者を父、保険金受取人を父とした契約の生命保険契約
　⇒　保険金請求権は父の財産として、遺産分割協議の対象


　非常に有用な生命保険の活用方法なのですが、デメリットもあります。それは、相続人間で不公平が起きてしまう事です。保険金を受け取る相続人は、これとは別に遺産分割を受けることができるため、遺産分割がこじれる原因となる可能性も否定できません。

　契約者を父、保険料負担者を父、被保険者を子供とした低解約返戻金型の終身保険契約（保険料は短期払い）を締結します。

　父に相続が発生した時点では保険事故が発生していないので保険金の支払いはありませんが、保険の契約者が父から子へと変更されます。

　なお、相続開始時点で保険事故が発生していない生命保険契約に関する権利の価額は、相続開始の時にその契約を解約した場合の解約返戻金の額によって評価されます。ですから、相続後に新たに契約者となった子供は、解約返戻金相当額を父から相続したものとみなされます。

　低解約返戻金型終身保険の場合、保険料の払い込み期間中は、支払った保険料の合計額よりも解約返戻金の額が低いという特徴があるため、払い込み終了前に相続が発生すると、現預金で相続した場合に比べて相続財産が減少したことになります。

　また、保険自体を実際に解約するわけではありませんので、相続発生後には、子供が残りの保険料を支払うことで子供とその家族は一生涯の保証を受けることが可能ですし、そのままの状態でいればいずれ保険金が支払われ元本を上回ります。さらには、その低払いもどし期間が終了（概ね30年後以降）した後であれば、解約返戻金自体も返戻率が100％を超えるので安心です。

■低解約返戻金型終身保険の活用イメージ


相続大増税時代への備え
生前からできる相続対策
　　
【著　者】株式会社　ビズアップ総研
【発　行】株式会社　ビズアップ総研　　　
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相続節税対策
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相続税の実態　～仕組みと課税の状況～


相続税の控除制度を活用した税負担軽減策


生前贈与の活用による負担軽減策


生前贈与と生命保険を絡めた相続対策
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相続税の基礎控除制度　　　　
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相続税の控除制度を活用した税負担軽減策














2








相続税のかからない財産　　　　　
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個人契約
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死亡保険金





死亡保険金に
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葬式費用の控除　　　　　
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養子縁組制度の活用　　　　　
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生前贈与の活用による負担軽減策
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贈与税の基礎控除の活用　　　　　
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生前贈与





子や孫へ





生前贈与





相続税：


税率50％





対策実行前





遺産





対策実行後





相続税：


税率20％





贈与があったことを明確にする　　　　　
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贈与契約書





贈与者○○（父親の名前）と受贈者△△（子、孫等の名前）の間で、今般下記の通り贈与契約を締結した。





　第一条　○○は、その所有する下記の財産を△△に贈与することを申し出て、△△はこれを受託した。


　　　　　（贈与財産の表示）現金310万円





　第二条　○○は、前条に記載した贈与財産を、平成25年○月○日までに、△△に引き渡すこととする。





　上記契約成立の証として本書を作成し、当事者が署名・押印のうえ、各一通を保持する。








　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成□□年□□月□□日　　　　　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　贈与者住所





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　贈与者氏名　○○　㊞


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受贈者住所





　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受贈者氏名　△△　㊞





相続時精算課税制度の選択　　　　　
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住宅取得資金贈与に関する特例
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贈与税のかからない財産の活用　　　　　








6








夫婦間の相続財産を減らす　　　　　








賃貸不動産を子供に贈与する　　　　　
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生前贈与と生命保険を絡めた相続対策
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受贈者が生命保険に加入し、贈与された金銭から保険料を支払う　　　　　
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契約





保険料





現金の贈与
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保険金受取人を特定の相続人とした保険契約の活用　　　　　
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生命保険契約に関する権利の評価を活用する　　　　　
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経過期間





契約





解約返戻金





20年後





100％





相続発生
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〒105-7110　東京都港区東新橋1-5-2 汐留シティセンタービル10階


TEL：03-3569-0968　FAX：03-6215-9218


e-mail：info@bmc-net.jp


http://www.bmc-net.jp/index.shtml








